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表 1 社会組織の類型 
類型 社会団体 民弁非企業単位(NPOに近い) 基金会(財団法人に近い) 































現在数（2015） 328500 329141 4784 
増加率（2011-
15） 
28.8% 61.0% 83.0% 





















































































































































図2-1 都市人口と農村人口の変化（1996~2015）                  
















表 2-1 土地・住宅制度を背景とした居住地空間の変遷    





















































































































































































表 2-2 制度の改革と社区建設の対照表 
























    住宅ローンに関する制度 











































































居住地規模 居住区（世帯数10000～16000） 小区（世帯数3000～5000） 組団（世帯数300～1000） 
用地類型  延べ面積/敷地面積（㎡） 延べ面積/敷地面積（㎡） 延べ面積/敷地面積（㎡） 
教育 600~1200/1000~2400 330~1200/700~2400 160~400/300~500 
医療衛生 78~198/138~378 38~98/78~228 6~20/12~40 
文化体育 125~245/225~645 45~75/65~105 18~24/40~60 
商業服務 700~910/700~910 450~570/100~600 150~370/100~400 
社区服務 
 
59~464/76~668 59~292/76~328 19~32/16~28 
金融郵電 20~30/25~50 16~22/22~34 — 
公共インフラ 40~150/70~360 30~120/50~80 9~10/20~30 
行政管理 
とその他 







表 2-4 居住地等級ごとの公共服務施配置内容（出典：「城市居住区規劃設計規（GB50180-93）」） 
類型 項目 居住区 小区 組団 
教育 
保育園 — ● ○ 
幼稚園 — ● — 
小学校 — ● — 
中学校 ● — — 
医療衛生 
病院（200－600） ● — — 
診療所 ● — — 
衛生ステーション — ● — 
介護施設 ○ — — 
文化体育 
文化活動センター（青少年、高齢者向け） ● — — 
文化活動ステーション — ● — 
住民運動場、運動館 ○ — — 
室外トレーニング施設 — — — 
商業服務 
総合食品店 ● ● — 
総合百貨店 ● ● — 
飲食店 ● ● — 
薬局 ● ○ — 
本屋 ● ○ — 
市場 ● ○ — 
売店 — — ● 
ほかの第三産業施設 ● ● — 
金融郵電 
銀行 ○ — — 
ATM — ● — 
電信支局 ○ — — 
郵便局 — ● — 
社区服務 
社区服務中心（高齢者服務中心を含め） — ● — 
老人ホーム ○ — — 
介護センター — ○ — 
障害者介護センター ○ — — 
治安ステーション — — ● 
居民委員会事務室 — — ● 
物業管理室 — ● — 
行政管理とその
他 
街道出張所 ● — — 
行政管理機構 ● — — 
交番 ● — — 
ほかの管理室 ● ○ — 











































































表 3-1 社区の各組織の比較表 














































会費  住宅管理資金から支給  自発的に資金を捻出する 
事業 社区服務、公共財管理から  社区服務事業  
補助   居委会・行政から 居委会に申請 
寄付   民間企業、基金会、個人  







































                         
















































表 3-2 社会組織の法制度・管理制度のながれ 
年 内容 詳細 
1978 民政部設置 社区建設事業を展開する 



















































































































2016 年末まで戸籍人口は 662.97 万、居住人口は 827 万人に至った。南京市統計局




２）全居住人口のなか、15 歳未満の年少人口と 65 歳以上の老年人口を合わせた被
扶養人口の割合は 27.45%となり、増加傾向が見られる。一方で生産年齢人口が減
少している。 
３）65 歳以上人口の割合は 10.98%であり、高齢化社会になっている。 
 


































・2012 年  雨花台区の管轄範囲(図 4-2)は 6 つの「街道」と、1 つの新城（ニュー
タウンエリア）、1 つの経済開発区と 1 つのソフトウェア産業区に収めた。それぞ
れに街道弁事所または管理委員会が設置された（図 4-2）。             
    































































  社区建設モデル市に選ばれた。 雨花台区を含め３つの区がモデル区にな
った。 



























































































































































































































































































































































































































































































































色 分類 内容 整備率（総数２２件） 
 事務 警備室、オフィス、事務用小会議室 
 イベント 大会議室、ホール 
 スポーツ・娯楽 トレーニング室、卓球室、麻雀・将棋
室、ダンス室、リハーサル室など 





















































・社区概要：敷地面積 47 万平方メートルである。2002 年に「景明佳園」と呼ばれ
る分譲団地が着工し、四期に分けて開発し 2006 年 12 月に 138 棟の集合住宅が竣





2013 年に NPI が景明佳園社区を含め、全国の 20 の社区において「中国社区建設
計劃―汇丰社区仲間計画（汇丰社区伙伴计划）」というプロジェクトを展開してき
た。 
2014 年に NPI の社会組織育成活動により、文化、高齢者支援、こども教育など
の分野からの４つの社会組織が選出され、居委会と契約を結び、事業を開始され
た。このきっかけにサービス内容に合わせて、住民の意見を踏まえて、全館改修が












・社区概要：敷地面積 41.3 万平方メートルである。2000 年に民間開発者が西側の
別荘と東側集合住宅地を同時に建設し、2003 年に入居が完了した。総人口は 8000


















































































表 5  社区服務中心の類型と件数 
















































































































く持続可能な未来』 鹿島出版会 ：p54 
3） 今井 健一 、2000『中国住宅制度改革の現状と課題 (特集:中国の社会保障改革と企業行


















































抜・表彰を行う仕組みである。2009 年と 2014 年に結果発表を行った。 
6）小区：住宅の商品化とともに現れた概念である。道路や自然な境界に囲まれ、一定の居住人口を有する集合住
宅地を指している。敷地内には、住宅だけではなく生活、文化などの公共服務施設も整っている。 
7）住宅保障制度：国と地方政府は中低所得層向けに社会保障として、一定の条件を満たす世帯に、低価格、低家
賃の住宅を提供している。経済適用住宅、低賃料公共住宅地などを含め、政府が住宅地の立地、規模を計画する。 
8）物業管理条例：不動産管理に関する事務を規範化し、不動産所有権と不動産管理企業それぞれの合法的権益を
守るため制定された法律である。2007 年に改訂されたバージョンが現行している。 
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